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二〇一〇年七月三〇日、ロン
ドン市長は「自転車革命」を宣言してロンドンの「共用自転車借り出し」 スキームを開始した。これは、 市内四〇〇カ所の 「ドック」に六〇〇〇台の共用自転車を設置し、利用者は料金を払えばどのドックからでも自転車に乗り、どこのドックにでも乗り
捨てることが出来るというものである。当面は事前登録会員制をとり、 一日一ポンド（約一三〇円） 、年会員の場合は四五ポンドの登録料を払えば、三〇分以内なら何度使っても無料 仕組みである。七月二三日に登録を開始、スキーム開始一週間後の八月七日までに三万五〇〇〇人がすでに登録（当初目標は一万五〇〇〇人）して 最初の週間で五万回の利用実績を上げた いう。こ 自転車革命の目的は二年後に控えたロンドン五輪に向けての市内の交通渋滞緩和と大気汚染軽減にある。　
私は着任早々だったが、 自宅のすぐそばに「ドッ
ク」の設置工事を見ていたので早速「年会員」を申し込んだ。インターネットで申し込むと翌日には「共用自転車のカギ」が郵送されてきた。試しに自宅から通勤に使う駅まで乗ってみる。歩いて一五分の距離が五分以下に短縮される。しかも、ドック 停めれば 「迷惑駐輪」 問題は発生しないし、自分の自転車と違って盗難を心配することもない自転車は一タイプのみ（このスキームのためにバークレーズ銀行が提供した広告付きの頑丈な自転車）で、サドルの調整ができ、一応ギアも三段ついている。やや重たいが、短時間なら問題ない ろう。　
こうした共用自転車スキームはすでにパリや上




はグローバルシティーの将 のモデルに るだろうか。いくつかの前提が必要だろう。第一に利用者を認証し使用状況を管理する電子的な技術、第二にスキーム全体 維持管理す ノウハウ 三に自転車利用のためのインフラ、そして第四に使用する人々のモラル、 第五に使用しない人たち （社会全体）の理解、 そして第六に気候と地形 る。第一の点については銀行口座とクレジットカ ドを持っている人だけを対象にするなら可能である。逆に言えばそれがない人はこのスキームからは排除される。私が電子キーをドックに差し込めば、即座に私のクレジットカードと関連づけて認
識されるので、私がいつ、どこから何番の自転車（すべての自転車には番号がついている）に乗って何分移動し、どこのドックに停めた を、確実に把握することが可能なのである。第二の点は専門の管理会社などが登場する可能性は高い。第三の点は行政がその気になれば可能、第四、 五点はそれぞれの社会の社会関係資本 （人々の規範、道徳、相互扶助の精神など）に依存 。　
駅前の迷惑駐輪問題に悩む日本の自治体にとっ
ては魅力的かもしれない 、 自転車保有が国民の一 ・五人に一台という世界的 もトップレベル 自転車保有率の日本（イギリス・フランスは二・六人に一台、中国は二・七人に一台）でわざわざ共用自転車スキームを実施する必要があるのか、もし導入するなら私用自転車の利用は制限するのか、またいったい何台の自転車を用意しなければならない か、課題は多い。他方、自転車ごと列車 乗 こと対しては、特に都市近郊で 自転車を利用しない人からの理解が簡単に得られると 思えない。　
都市化の急速な進展による渋滞と大気汚染が深
刻化する途上国にとってはどうだろう。第 、第二の点は金さえあれば当面移植可能であ 。第三の点は政治的なコミットメント次第。 しかし第四、第五の点は、貧富の差が大きい社会であれば るほど困難に直面するだろう。さらに第六の点。炎天下、スコールなどに見舞われる社会で「エリト」が自転車に乗ること 当面あり得な 。 ぜなら、そうした社会で すでに貧困者が自転車社会を実践しているからである。だとすれば必要なのは、 ゼロから先進国方 「自転車フレンドリー」社会を構築することではなく、途上国の実情に即して第一、第二の技術とノウハウを導入 ことではないだろうか。
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